















労働市場政策などと連携 ・協働を行いなが ら政策化することを重視 し,障害
者の完全参加の実現を目指 しているといえる。本稿は,身体障害者福祉政策
に焦点を当て,そ の歴史的展開を検討することを通 して,そ の充実に向けた


































援助を受ける権利があるいう内容だった。 しか し,援助の責任に関 しては,
国と教会区で責任を押 し付け合っていた。国は教会区が強制的に障害者や病
弱者,貧 困者等を保護するべ きだと主張 し,教会区は国が貧困問題に関心を
払い,貧 困者のニーズを解決するべきであると主張していた5)。またこの救貧
法において,身 体障害者は教会区の移動を認め られ,特 に労働能力のある障
害者は,優先的に別の教会区に移る権利を持っていた。 しか し,労働能力の
ない者は生涯生まれた場所を離れることはで きなかった。つまり,労働能力





うべ きであるという規定を盛 り込んだ新救貧法が成立 した6)。
両親を失った障害児の処遇は,各教会区にとって非常に大 きな問題であっ
た。そこで,地 域の救貧委員会は,障害児を個人に預けようとしていたが,


















1864年ス ト ッ ク ホ ル ム ・ユ ー ル ゴ ー デ ン にManillaskolan9),1886年に は ス ト
ックホルム郊外 にEugeniahemmet1°),そして1888年にス トックホルム北部 に
視覚障害者 のための施設Tomteboda1')が建設 された。障害者には,生 活保護の
ような一般的なケアより,入所施設による特別な処遇が適切であるとされた
ためである。 しか し,これ らの一連の入所施設建設は,政府が単に障害者福
祉政策の業績を示 したかったというにす ぎず,劣 悪な環境で,非 人間的な処
遇 で あ っ た と さ れ る12)。
8)MagnusTideman編(2000),pp23-24.
9)聴 覚 障 害 の あ る 子 ど もの た め に,ス トッ クホ ル ム ・ユ ー ル ゴー デ ン に設 立 され た
歴 史 あ る学校 。現 在,就 学前 ク ラス か ら10年 生 まで 約120人の 生徒 が 通 って い る。
国 立 特 別 支援 教 育庁:SpecialpedagogiskaSkolmyndigheten(SPSM)ホー ムペ ー
ジhttp://www.spsm.se/Skolor/Manillaskolan/(検索 日:2011/08 21)を参 照 さ
れ た い 。
10)非常 に 信 心 深 く,慈 善 活 動 に積 極 的 に取 り組 んで い た ス ウ ェー デ ンの王 女Eugenie
(1830-1889)が貧 困 の子 ど も,慢 性 的疾 患 の あ る子 ど も,身 体 障 害 の あ る子 ども
の た め に ス トッ ク ホ ル ム 郊 外 に設 立 した 。病 院 と学 校 を 併 せ た 施 設 。 しか し,
Eugeniahemmetはす で に閉 鎖 され,現 在,歴 史 博 物 館 と して 一 部 使 わ れ て い る。
ソ ル ナ 市(Solna)ホー ム ペ ー ジhttp://www.solna.se/sv/stadsbyggnad-trafik/
stadsmiljo/kulturmiljoer-i-solna/karolinska-sjukhuset/eugeniahemmet/(検索
日:2011/08/21)を参 照 され た い 。
11)視覚 障 害 児 の た め の 学 校 。 ス トッ ク ホ ル ム郊 外Tomteboda(サン タ の家 の 意 味)
に 設 立 され た 。1986年6月6日,最 後 の 生徒 が 卒 業 し,学 校 は廃 止 とな っ た。 ソ
ル ナ 市(Solna)ホー ム ペ ー ジhttp://www.solna.se/sv/stadsbyggnad-trafik/
stadsmiljo/kulturmiljoer-i-solna/karolinska-institutet/tomtebodaskolan/(検索
日:2011/08/21)を参 照 され た い 。
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19世紀半ばからは,医学,生 物学的視点に基づいた障害者の治療に焦点が
当て られ始めた。障害者を診断別に分類 し,それぞれの集団ごとに処遇 し始
めたのである。それまで障害は 「慢性の疾病」 という認識であったが,18世
紀末,ま ず聾唖等が疾病から区別され,そ して1860年代の終わり頃から知的
障害や精神障害が同様に区別され始め,視 覚聴覚障害者,て んかん患者 とい
うように,障害の細分類化が進んだ。20世紀に入ると,遺伝子学が優位を占
め,障 害者福祉政策に大 きな影響を与えた。障害の原因は遺伝子であるとみ
なされ,優 生思想が発達 し,障害者には結婚を禁 じる政策 も行われた13)。
しかし1928年になると,G.フレドリクソン,D.ストランドらは国家が責
任を持って,国 民の生活の保障に取 り組むシステムの構築を明確に示 した。
いわゆる 「国民の家」構想である。「国民の家」 とは,国家が 「良き父」 とし




成長か福祉か」 という二者択一を迫 られ,多 くの国が 「経済成長」を選択 し
たのに対 し,スウェーデンにおいては,経済成長 も雇用 も福祉 もすべて実現
するという道を選んだ。こうしてスウェーデンの社会政策の基盤ともいえる,
すべての国民に対 して政府が責任を持ち,政策を実践するという普遍的社会
政策の基盤がで きたといえる。そ して階級格差の解消,社 会保障の整備,経
済的平等の達成,労 働の保証 民主主義の確立が要請され,次 々に政策化さ
れていった14)。すなわち,社会保険,労働市場政策,住宅政策等の整備である。
12)MagnusTideman編(2000),pp25-26.
13)MagnusTideman編(2000),p22.1757年か らて んか ん患者 は法 律 で 結婚 を禁 止
され て い た 。 そ して1935年に は不 妊 法 が 成 立 し,知 的 障 害者 に は不 妊 及 び 断種 手
術 が 行 わ れ,残 念 な が ら こ の よ う な障 害 者 の 人権 を 無 視 した 政 策 を解 決 す る に
は,1970年代 半 ば まで待 た な け れ ば な らな か っ た 。 な お,ス ウ ェ ーデ ンの優 生 思




1950年代,技 術的 ・医学的研究が進展 し,福祉機器などの生産部門や補助
具の開発が急速に発達 した。それによって,障 害者にも労働の機会が増え,















ホーム ・パーソナル ・アシスタンス ・システムの拡大が図 られたのである。
このイン・ホーム ・パーソナル ・アシスタンス ・システムこそ,現 在の重度
の身体障害者,身 体知的重複障害者,高 齢者の地域生活を可能にするパーソ
ナル ・アシスタンス制度の前身であるが,障 害当事者の生活支援 というより





18)高 島 昌 二(2007),pl24.
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させ るこ とを 目的 とす る制度 として発展 してい った19)。
第2節 社会サービスの充実と地域自立生活
2-11960年代 ～1980年代 にか けての政策
1960年代は経済成長の影響 もあ り,「福祉国家の黄金期」 とも形容されるよ
うに,最 も充実 した社会保障政策が とられた時代であった2°)。1960年,国民
年金制度が改正され,そ れまであったミーンズテス ト(資力調査)が 全廃さ
れた。16歳以上で永続的に身体障害のある人には,国民年金制度の中の早期
退職年金が経済補償 として支給された。 ミーンズテス トがないため,障 害程
度だけで受給資格がつ き,年金が受けられるようになった。その他,身 体障
害者のための経済支援 として,傷 病手当(身 体的な障害が1年 以上にわたる
と判断された場合の手当),補正手当(老齢年金や全額早期退職年金を受けて
いる人で,63歳以前に全盲または重度の身体障害があるのに施設に入所 して




つ母親に対 して も,身体障害者補償金 と同じ金額が養育費 として支給されて
いた。さらに,身体障害者に対 しては,職業訓練や経済援助制度が存在 して




19)ア ドル フ ・D・ ラ ッカ/河 東 田 博 ほ か 訳(1991),pp37-38
20)岡沢 憲 芙(1991),pp80-81.
21)一番 ヶ瀬康 子 ほ か(1968),ppl22-125.
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ばす るほ ど,諸 制度 にお ける手続 きの処置の問題,各 コ ミュー ン問の地域差
の問題,そ して,福 祉専 門職員の養成の問題が課題 として顕著 になってきた22)。
また1950年代,デ ンマ ークの知 的障害のある子 どもを持つ親の問で沸 き起
こったノーマ ライゼ ーシ ョン思想23)の影響 を受けて,1960年代 にはス ウェー
デ ンにおいて もノーマ ライゼ ーシ ョン思想が強 ま り,障 害者福祉政策 に取 り
入れ られ るようになって きた。1965年,身体障害児等のための生徒 寮に関す
る法律(Lagomelevhemf6rvissar6relsehindradebarnm且。)の成立により,
身体障害児 に教育 を受 ける権利 が認 められ,コ ミューン24)は身体障害児 に対 し
て基礎学校や特別学校(寮 制度)で 教育 を提供 しなけれ ばな らない と規定 さ
れた(第1条)。 また,特 別学校 における寮 は,身 体障害児 のニーズに応 じて,
必要 なサ ービス を提供 しなけれ ばな らない と規定 された(第2条)25)。さらに
身体障害児 に対 して,学 校で児童 を支援す るパ ーソナル ・アシス タンス ・サ
ービスが提供 され るようになった。サ ービス提供者 は,児 童 について学校 に
行 き,ト イ レ介助や食事介助 を行 った り,ノ ー トテイク も行 った りしていた。
視覚障害児 は,手 話の訓練 を受けたサービス提供者 を利用することができた26)。
1960年代後半 か ら,す べ ての国民が 「安心 して暮 らせる」福祉社会形成の
ための本格的 な社会福祉 改革が模索 され,「国民 の家」構想 の実現化に向けた
改革が議論 され始めた。1967年12月,政府に よって社会福祉 に関する社会調
査委員会が設置 され,1970年に国会 で社会福祉 中央委員会法が議決,社 会調
査委員会 による実質的 な活動が開始 され た。1970年代 に入る と経済が低迷 し
22)一番 ヶ瀬康 子 ほ か(1968),p42.
23)ノー マ ライ ゼ ー シ ョ ン思 想 に つ い て は,ベ ン ク ト ・ニ ィ リエ/河 東 田 博 ほ か 訳 編
(1998)や花 村 春 樹(1994)が詳 しい 。
24)コ ミュ ー ン とは 日本 の 市 町 村 に相 当 す る。 そ の 業 務 は,社 会 福 祉 サ ー ビス,義 務
教 育,住 宅 ・土 地 政 策,環 境,余 暇 活 動 な ど多 岐 にわ た る。 岡 沢(2009)を参 照
され た い 。
25)NotisumsLagbok(スウ ェ ー デ ンの 法 律 検 索 サ イ ト):http://www.notisum.se/
(検索 日:2011/08/19)を参 照 。
26)ア ドル フ ・D・ ラ ッカ/河 東 田 博 ほ か 訳(1991),p28.
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たが,「国民の家」構想 の実現 に向けた努力が続け られた。1974年には,基 本
文書 『社会ケ アの 目的 と方策(Socialvarden:MalochMedel)』が作成 され,
この方針 に対す る膨大 な意見聴取が行 われ た。その結果が 『社会サー ビス と
社会保険(補 足給付)(SocialtjanstochSocialforsakringstillagg)』として まと
め られ た。 さ らに,そ の報告書 を補強 し,専 門委員会 による十分 な検討 も経
て,1979年に原案 である 「社会サ ー ビス法」が提 出された。国会では,慎 重
審議の後,1980年6月 に議決 され,従 来 の社会扶助法(1956年制定),禁 酒
法(1954年制定),児 童福祉 法(1960年制定)の3法 が統一 され,1981年に
制定 ・翌年施行 されるこ とになったのが,社 会サ ービス法(Socialtjanstlagen
=SoL)である27)。
社会サ ービス法 は,全78条 で構成 されてお り,社 会サー ビス を行 う上 での
「自己決定の原則 」 と 「プライバシーの原則 」を基本原則 として示す枠組み法
であ る。第1条 には,社 会サ ービス法の 目的 と理念が示 され,す べての人 は
同等の価値 を有す る とい う民主主義の価値観,及 び連帯 を基盤 とした 自由 と
自己決定の権利 を重要 な原則 として掲 げてい る。 また,コ ミュー ンの責任 に
ついての規定(第2条 か ら第4条)が あ り,各 コ ミュー ンは,行 政 区域内の
サ ービスについて全責任 を負い,援 助 に関す る責任 を もたなけれ ばな らない
とされ た。
さ らに第5条 か ら第78条 までは,社 会福祉委員会の責務 に関す る規定(第
5条),援助 を受 ける権利 に関する規定(第6条),社 会福祉委員会 の活動の一
般規定(第7条 か ら第10条),ア ル コール ・薬物等の乱用者 に対す る措置 に
関す る規定(第ll条),児 童及 び青少年 のケ アに関す る規定(第12条 か ら第
18条),高齢者のケア に関す る規定(第19条 及 び第20条),障 害者のケアに
関す る規定(第21条),里 親制度等に関す る規定(第22条 か ら第24条),未
成年者への援助 に関す る規定(第25条),未 成年者のケ アに関す る社会福祉
27)馬場 寛 ほ か 訳 編(1997),plO6。
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委員会の役割規定(第26条 か ら第32条),サ ー ビス費用等 に関す る規定(第
33条か ら第37条),委 員会の構成 に関す る規定(第38条 か ら第49条),苦 情
意見等の処理手続 きに関する規定(第50条 か ら第58条),個 人情報の扱 いに
関す る規定(第59条 か ら第66条),地 方行政庁 の役 割 に関す る規 定(第67
条か ら第70条),未 成年者 に対す る虐待等の通告 に関す る規定(第71条),
個人の保護やその他の措置を 目的とする事件の移送に関す る規定(第72条),
決定 に対す る不服 申 し立てに関す る規定(第73条 及び第74条),罰 金 に関す
る規定(第75条 及び第76条),マ ルメ ・コミュー ン,イ ェテボリ ・コミュー
ン,ゴ ッ トラン ド ・コミュー ンの ようなランスティング28)に属 さないコミュー
ンについての法の適用規定(第77条),戦 争時の社会サ ービス に関す る規定
(第78条)と い う構成 になる29)。
特 にこの法律 において,第6条 の援助 を受 ける権利が明記 され たこ とが大
きな特徴 とい える。 これ によ り,そ れ まで援助 は限 られ た者 だけ しか受 ける
こ とがで きなか ったのが,広 範 な社会サ ービス を国民の権利 として受 けるこ
とがで きるようになったのであ る。 さ らにコ ミュー ンが決定 したサー ビス に
不服があ る場合 は,不 服 申 し立て を行 うこ ともで きるようになったこ とも大
きな変化 だった3°)。この ように社会サー ビス法 は,社 会民主労働党政権が打 ち
出 した代表的 な政策の ひ とつであ り,個 人に権利 を与 える と同時 に,行 政機
関 に義務 を負 わせ た法律 なのであ る3')。
社会サ ービス法 に並ぶ重要 な法律 として,1982年に制定 されたのが保健 ・
医療法(Halsoochsjukvardslagen=HSL)であ り,翌 年に施行 された。第2条
28)ラ ンス テ ィ ング とは 日本 の 県 に相 当 し,主 に医 療 保 健 サ ー ビス,教 育 ・福 祉 に関
す る 一 部 の 業務,地 域 交 通,地 域 開 発,文 化 活 動,選 挙 業 務,社 会 活 動 な どの 業
務 行 っ て い る 。 岡 沢(2009)を参 照 され た い 。
29)馬場 寛 ほ か 訳 編(1997)pp45-83及びNotisumsLagbok(スウ ェ ー デ ンの法 律 検
索 サ イ ト)http://www.notisumse/(検索 日2011/09/19)を参 照 。
30)イ中示寸f憂一1まカ・編(1998),pp342-345,pp355-379.
31)馬場 寛 ほ か 訳 編(1997),pplO7-108.
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訳サービスの提供,お むつなど患者が常時必要 とする医療品の提供,サ ービ
スを提供するランスティングの住民ではないが,緊 急の保健 ・医療サービス
を必要 とする人へのサービス提供,住 民のニーズに基づいた保健 ・医療サー
ビス計画の策定,プ ライマリケアの拡充などを行うことが義務付けられ,地





策が整備されつつあった。特に,労働市場,訓 練 教育分野において,大 き















2-2TheFokusSocietyの創 設 と当 事 者組 織
第1節 で概観したように,1950年代頃まで救貧を目的とする政策がなされ,
身体障害者は,親が介護や援助で きない場合,病 院や入所施設での孤独な生
活を余儀なくされた。家族が援助で きる者は自宅での生活 となるが,家 族の
元で肩身の狭い思いをしながら暮 らしていた35)。障害のある子どもは,幼いう
ちか ら施設に入所させ られたが,こ の決定には,医師や行政,専 門職員の職
権的な指示による影響が大 きかった。その際には,親 と医師,行 政 との相互
協力や話 し合いはほとんど行われず,医 師は,障害のある子 どもが生まれる
と,両親に子 どもを手放 して,そ の子 どものことを忘れるようにアドバイス
してきたのである36)。障害者を示す用語として 「無能者」,「不具者 ・不自由者」,
「虚弱者 ・白痴 ・精神遅滞者」などが使用される差別的な社会であ り,障害者
には人間としての権利が認め られていなかった37)。
34)IndependentLivinglnstitute(ILI)ホー ムペ ー ジ:http://www.independentliving.
org/(検索 日:2011/08/11)参照 。
35)Sven-OlofBrattgardほか/奥 田英 子 訳(1974)参照 。
36)ヤ ンネ ・ラー シ ョ ンほ か/河 東 田博 ほ か 訳 編(2000),pp48-49.
37)高島 昌 二(2007),pl24.
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1960年代 に入 り,ノ ーマライゼーシ ョンの理念が普及 してからは,脱 施設
化の動 きが 出て きた。当時,施 設や病院 に入所せず に,地 域で生活で きたの
は,日 常生活 においてパ ーソナル ・アシス タ ンス に頼 らな くて も生活で きた
人 だけであ った。つ ま り,軽 度の身体障害者 しか地域社会で生活で きず,重
度の身体障害者 は入所施設 に 「保護す る」 こ とが最 も適切 な方法であ る と考
え られてい た。1930年代 に始 まったパ ーソナル ・アシス タンス ・システムが
年月 を経て も,基 本的 な形 は変 わ らず,重 度の身体障害者の生活 を支援す る
ようにで きてい なか ったこ とも,重 度障害者の地域生活が なか なか進展 しな
か った一つの原 因であ った と,当 事者であ りス ウェーデ ンの当事者活動 に携
わって きたア ドルフ ・ラ ッカは指摘 してい る38)。
その ような状況の中で,入 所施設 に替わる生活 の場 を提供するためにThe
FokusSociety39)(フォーカス共 同体)が1964年 に設立 された。TheFokus
Societyは,重度の身体障害者 に対 して住居,ケ アサー ビス等 を提供 し,障 害
の ない人 と同 じ自立的 な地域生活 を可能 にす るこ とを目的 と していた。The
FokusSocietyは,人里離れた入所 施設で はな く,普 通の住宅街 にあるアパー
トを確保 し,パ ーソナル ・アシス タンスの24時 間サー ビス対応 システムを構
築 した。 さ らにその アパ ー トには,障 害の ない人 も入居で きるように し,大
規模施設の縮小版の ようにな らない ように した。前述 したノーマ ライゼー シ
ョン理念の具現化の第一歩 ともい える。最初の280のアパ ー トは,12のコ ミ
ュー ンに作 られ,こ れ らの アパ ー トは車椅子の人が利用 しやすい ように設計
されてい た。 身体障害者 に とって,こ の ようなバ リアフリー住宅 に住 むこ と
は,活 動範囲 を広 げ,選 択肢の幅 も増加 させ たの だった。その一方でパー ソ
ナル ・アシス タンスの質の向上が課題 として浮かび上がってきた。 なお,The
38)ア ドル フ ・D・ ラ ッカ/河 東 田 博 ほ か 訳(1991),p39.
39)本来,英 語 を使 用 す る な らば,`Focus'にす るべ きで あ るが,ア ドル フ ・D・ラ ッ
カ/河 東 田博 ほ か訳(1991)には,ス ウ ェー デ ン語 の`Fokus'を使 用 して い るた
め,本 稿 で は,そ れ に倣 い,あ え てス ウェー デ ン語 のFokusを使 用 す る こ とにす る。
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FokusSocietyは,障害者 の就労 も奨励 してお り,身 体 障害者 が職場 を選び,
就職 し,そ れを維持 し続けるための必要 な援助 を与 えることを目指 していた4°)。
TheFokusSocietyは,バリア フリーの アパ ー トを増やす活動 を続け,同 時
に,政 府 に対 して障害者の住宅政策 を整備す るように働 きか けてい った。そ
の結果 各 コ ミューンは,1973年に身体障害者が利用 しやすいようなバ リア
フリー住宅 と24時間のパ ーソナル ・アシス タンス ・サー ビスを提供する責任
を課 され た。1979年には,バ リアフ リーの整 った住宅やパーソナル ・アシス
タンス も増加 し,1980年代 になるとTheFokusSocietyが建設 した集合住宅 を
フ ォーカス とい う言葉で呼ぶ こ とは施設 を連想 させ る とい う当事者組織か ら
の批判 もあ り,「住居」 を意味するスウェーデ ン語 「ボーエ ンデ」 と呼ばれる
こ とが主流 となった。 また,政 府の住宅基準が新 しくな り,さ らに1987年に
成立 した計画建築法(PlanochBygglagen:PBL法)によ り,バ リアフ リー機
能の整った住宅が整備 して くると,次 第にTheFokusSocietyの活動 は衰退 し,
話題 にされ な くなった。TheFokusSocietyが実行 して きたこ とを政府 やコ ミ
ュー ンが中心 になって担 うようになったのである41)。このような動 きが広 まる
と,身 体障害者の ための入所施設 は徐 々に再編成 され,病 院の整形外科や一
般の教育 システムの一部 として運営 され るようになってい った42)。
1983年12月,ストックホルムで 自立生活運動セ ミナー43>が開かれた。 その
結果,翌 年ス トックホル ム自立生活 グループ(STIL)が,重 度身体 障害者の
ためのパ ーソナル ・アシス タ ンスの選択肢 を増やす こ とを 目的 として設立 さ
れた。STILは,それ までのTheFokusSocietyが考 えた ような住宅 とサー ビス
40)Sven-OlofBrattgardほか/奥 田英 子 訳(1974)とAdolfD.Ratzka氏との メー ルの
や り取 り を参 照 。
41)ア ドル フ ・D・ ラ ッカ/河 東 田 博 ほ か 訳(1991),pp49-50.
42)オー ケ ・エ ル メ ル ほ か 編/清 原 訳(2010),..・
43)1983年12月,自立 生活 運 動 セ ミナ ーが3日 間 に わ た って ス トック ホル ム で 開催 さ
れ た 。 ア メ リ カや イ ギ リ スか ら も当事 者 団体 の設 立 者 等 が 参加 し,100人を超 え る
参加 者 だ っ た 。 参加 者 はパ ー ソナ ル ・ア シス タ ンス 制 度 の必 要 性 を訴 え た。Adolf
D.Ratzka(2003)を参 照 され た い 。
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の一体型で はな く,住 宅 とサービス をそれぞれ別に提供す ることを主張 した。
そ して,パ ーソナル ・アシス タ ンスの費用 は,障 害当事者 にコ ミュー ンや国
か ら支払 われ,当 事者 は自分の選 んだアシス タ ンスか らサー ビス を受 け られ
るようにす るべ きであ る と主張 した。 この ような当事者か らの主張や活動が
後のス ウェーデ ンにお ける障害者福祉政策 に大 きな影響 を与 えたのである44)。
以上の ように,障 害当事者の活動が活発 になって くる と,ア クセ シビリテ
ィの改善 を考慮 していか なけれ ばな らな くなる。1979年,公共交通機 関を身
体障害者が利用 しやすい ようにす るべ きであ るとして,1990年まで にバ リア
フリー整備 を完成 させ るべ きで はないか とい う議論が なされ,障 害者 に対応
させ た公共交通機関 に関す る法律45)(Lagomhandikappanpassadkollek-
tivtrafik)が制定 された。 しか し,障 害者のアクセシビリテ ィに関する明確 な
定義が なされてお らず,ま た,公 共交通機関の改善費用 を事業者負担 とした
ため,バ リアフリー整備 は進展 しなか った。
第3節 身体障害者福祉政策の確立
3-11990年代 における改革
1990年代 は,ス ウェーデ ンの社会福祉政策 に とって,変 革 の年だ った とも
い える。特 に,高 齢者福祉 ・障害者福祉分野で大 きな変化が起 きた。1992年
に,エ ーデル改革(AldreDelegation)と呼 ばれる高齢者福祉改革が なされた。
エ ーデ ル改革の 目的 は,長 期的医療ニ ーズ を もつ高齢者や身体障害者の医療
44)ア ドル フ ・D・ ラ ッカ/河 東 田 博 ほ か 訳(1991),pp67-68.
45)日本 語 訳 で,「 公 共 交 通機 関 の 障 害者 用 施 設 に 関す る法 律 」 とされ て い る が,法 律
の趣 旨 と内 容 を見 る と,公 共 交 通 機 関 を障 害 者 が ア クセ ス しや す い よ う に改 善 す
る よ うに す る べ きで あ る とい う意 味 で あ る の で,本 稿 で は,日 本 語 訳 を 「障 害 者
に対 応 させ た 公 共 交 通機 関 に 関 す る法律 」 とす る。 な お,こ の 法 律 につ い て は,
SverigeRiksdagenホーム ペ ー ジ:http://www.riksdagen.se/(検索 日:2011/08/
21)を参 照 。
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と福祉サ ービス を統合す るこ とだった。 これ によ り,保 健 ・医療法 に規定 さ
れてい たリハ ビリテーシ ョンサ ービスの提供,補 助具の提供等の責任が ラン
ス ティ ングか らコ ミュー ンに移行 された。 さらに1993年国連 によって制定 さ
れ た 「障害者の機会均等化 に関す る基準規則」の影響 は大 きく,以 来ス ウェ
ーデ ンの障害者福祉政策は,「基準規則」 を土台 に して成 り立 っている といえ
る46)。
以下で は,身 体障害者 の生活保障の充実 に向けた1990年代 の新 しい法律の
要点 について提示 してお こう。
(1)機能障害者の ための援助及 びサ ービス に関す る法律(Lagomst6doch
servicetillvisafunktionshindrade)
い わゆるLSS法であ る。1980年代後半か ら障害当事者運動の影響 もあ り,
障害者の特別立法 を新 たに策定す るため,議 論がな されてきた。1989年,障
害者の社会参加 を進め るための調査委員会であ る 「障害者政策に関す る1989
年委員会」が設置 され た。 ノーマ ライゼ ーシ ョンの過去 の経緯 を踏 まえて21
世紀 を展望す る障害者施策のあ り方 を模索す るこ とを課題 とす る ものであ っ
た。そ して委員会の最終答 申書 に基づいて,新 たに特別立法が必要であ るこ
とが強調 され47),新援護法(1985年制定)48)と身体障害児等のための生徒 寮に
関する法律(1965年制定)を 統合 し,発 展 させ た特別立法がLSS法として1993




年に成立した 「知的障害者特別援護法(旧 援護法)」は廃止された。対象者を 「知
的発達が遅れている人のみならず,成 人に達してから脳疾患や肢体不自由 ・病弱
のために,重 篤かつ恒久的な知的障害をもつようになった人々(15歳以上の中途









てお り,まず第1条 で対象者を 「①知的障害,自 閉症 あるいは自閉的傾向
を示す人,② 成人後,事 故や疾病 脳出血等による脳傷害で,永 続的に一定
の知的能力に機能障害を有 している人,③ 上記以外で,日 常生活に支障をき
たし,その結果,援 助 ・サービスを必要 とする身体的又は精神的に継続的な
機能障害を有する人。通常の高齢化による機能障害は除 く」 というように規





険機関,住 宅機関,労 働市場機関などの他の関連諸機関 との連携に関する規














なお,第9条 のサ ービスに関す る規定の内容 は,「①サー ビス(障 害当事者
と家族 に対す る助言 と個別援助,パ ーソナル ・アシス タ ンス による支援 と経
済援助(65歳 以下 の人 を対象)),②移送サ ー ビス,③ コンタク トパー ソンに
よる援助,④ レスパ イ トサービス,⑤ シ ョー トステイサ ービス,⑥12歳 以上
の学童児童への課外活動(学 童保育),⑦ 里親制度 または,何 らかの理 由で自
宅以外 に住 む必要性のあ る児童 ・青少年の ための特別サ ービつ きの住居 ⑧
成人用の特別サ ービス付 きの住居(グ ループホーム も含 む),⑨職業又は,学
業 に もついてい ない人の ための 日中活動支援」であ る。 この ように,障 害者
の権利 を明確 に定義づ けた法律が ようや く制定 され,実 施 され たのであ る。
(2)介護手当 に関す る法律(Lagomassistansersattning=LASS法)(以下
LASS法)
LASS法は,重 度の身体障害者 の 自立生活 を可 能 にす る制度 であ り,LSS
法 と同 じく1993年成 立 した。LASS法に より,1930年代か ら存在 していたパ
ーソナル ・アシス タンス ・シス テムが 法律 として体系化 され た。 また,前
述 したLSS法の第5条 で規定 されている 「生活条件の平等化 と社会参加の奨励」
を具体的 に制度化 した ものであ る。 この ように,重 度の障害があ って も障害
の ない人 と同 じように生活す る権利があ るこ とが認め られ た とい える。障害
者のニ ーズ に合 わせ,生 活全般,就 学及 び就労,余 暇活動等 にお ける支援が
行 われ,援 助内容 も障害者の希望 に合 わせて決定 される と定 められている51)。
LASS法による対象者は,65歳以下の重度障害者で,1人 で生活 している人,
家族 と生活 している人,ま たLSS法第9条 のパーソナル ・アシスタンスによる
日常生活援助 を受ける権利があ り,週 に20時間以上の援助が必要な人である。
パ ーソナル ・アシス タ ンス に係 る費用 は,1週 間に20時 間以上の支援 が必要
な場合,政 府が負担 し,20時間以下 の支援 で十分 な場合は,コ ミュー ンが負
50)C-OlofBergstrand(2005)が 詳 し い 。






全5条 か らなるこの法律は1994年に制定され,ハ ンディキャップ ・オンブ
ズマンが設置された。これにより,ハンディキャップ ・オンブズマンは障害
者の権利を守 り,1993年に国連によって制定 された 「障害者の機会均等化に
関する基準規則」が国内で遵守されているか どうかを監視する役割を担うこ










定されている。また第5条 では,ハ ンディキャップ ・オンブズマンは政府に
よって任命される国の機関であ り,内閣府は任期を定める旨が規定されてい
る。なお任期は6年である。ハンデ ィキャップ ・オンブズマン法施行後,ハ
ンディキャップ ・オンブズマ ンは,障害者の権利を守 り,差別禁止を監視す
る役割を強 く求め られるようになった53)。
52)Bengt.Olof.Bergstrand(2005),pp66‐75.
53)SverigeRiksdagenホー ム ペ ー ジ(法 律 原 文):http://wwww.riksdagen.se/(検索










助付 きのアパー ト,または通常のアパー トに移行させた。
3-2社 会への完全参加の実現に向けて
21世紀に入ってからも,障害者の社会への完全参加を実現するべ く,政策









活保護を受けなければならない場合,以 前の食料品,衣 料品,余 暇 公衆衛
生,新 聞代,電 話代,テ レビなどの費用に加え,歯科ケア,医療ケア,眼鏡
旅行,葬 儀にかかる費用に関 して も経済援助を受けることがで きるようにな














府が責任を持って公共交通機関,情 報,メ ディア,教育,労 働 社会サービ





(1999年制定)の すべてを統合 し,よ り強力な差別禁止法 として制定されたも
のである。この法律の施行により,これまでの差別禁止に関するすべての法
律 と平等法は廃止された。新差別禁止法においては,第1条 で,性 差,性 同
一性障害,民族,宗 教,信 仰,障 害,性 的指向,年 齢による差別を禁 じ,他
の人 と同じ権利 と可能性を持てるように支援することを目的 としている。全
6章で構成 されており,職場や,雇用,教育現場,社会サービス,病 院,保健
医療等,日 常におけるあ らゆる場面の差別を禁止 している。また,第4章 で
56)Socialstyrelsen(2001),p10参照 。
57)Socialstyrelsen(2001),p3参照 。
58)清 原(2011)を 参 照 。
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差別オンブズマ ンの設置 と差別委員会の設置について規定 され,さ らに第6
章には訴訟について明記されてお り,障害者等,マ イノリティに属する人々
の権利を強めたもの となっている59)。
新差別禁止法の注 目すべ き点は,第4章 の監視制度に明示された差別オン
ブズマ ンと差別委員会の設置であ り,この監視制度が機能することにより,
法律の実行力が高め られている。また,法律に抵触 した場合の罰則規定 も設
けられ,差 別禁止規定がより強化される内容 となっている。ただしスウェー
デ ン政府は 「今までにない強力な差別禁止法」 と謳っていたが,障 害者団体
は,差別に関する政府の認識は非常に甘い とし,法律の曖昧さと不十分さを










企業,当 事者,当 事者組織 との連絡を常にとること,②国際動向に従うこと,
また,国際組織 と連絡をとりあうこと,③調査や開発研究を行うこと,④政
府 とともに,現状の変化に対応 し,また,差別 と闘うこと,⑤その他,必 要
に応 じて適切な措置をとることを活動内容 としている61)。
59)SverigesRiksdagenホー ム ペ ー ジ(法 律 原 文):http://www.riksdagen.se/(検索
日:2011/09/01)を参 照 。
60)河東 田博(2009),p1.





保障を明確に示 し,身体障害者のために,車椅子に配慮 した設計にするべ き





害が捉えられ,そ の視点で施設処遇や治療 目的の教育 ・訓練が行われていた。
その後,前 述のように,知的障害をもつ親の問か ら普及 したノーマライゼー










能な限り社会に統合され,援 助を受けなが らで も障害のない人 と同じ生活を
送る権利があることが示されている。
そして,21世紀になってからも身体障害者の完全な社会参加を実現すべ く,
62)SverigesRiksdagenホー ム ペ ー ジ:http://www.riksdagen.se/(検索 日:2011/
08/31)を 参 照 。
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さまざまな取 り組みが続けられている。2000年の行動計画で,政府が責任を










































































ハ ンディキャップ ・オンブズマ ン法を差別オンブズ
マン法 に統合(ハ ンデ ィキャップ ・オンブズマ ン法
廃止)
新計画 ・建築法
出所:仲 村 優 一,一番 ヶ瀬 康子 編 『世 界の社会 福祉1一スウェーデ ン・フィンランド』旬報社1998年
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HistoricalDevelopmentofSocialWelfarePolicy
forthePhysicallyDisabledinSweden
MaiKIYOHARA
TheSwedishdisabilitypolicyemphasizestheimportanceofcollaboration
andcooperationwithotherrelatedpoliciessuchashousing,education,and
thelabourmarketinorderforthedisabledtoachievefullparticipationinthe
society.ThisarticleillustratesthehistoricaldevelopmentoftheSwedishso-
cialwelfarepolicyforthephysicallydisabled.Howhassuchaninclusivena-
tionalpolicydevelopedinSweden?Inthepast,aSwedishprotectionistap-
proachtodisabilitylawsencouragedinstitutionalizingdisabledindividuals.
Inthe1960s,however,theprincipleofnormalizationchangedtheSwedish
practicefrominstitutionalizationtoindependentlivinginthecommunity.In
the21stcentury,theSwedishdisabilitypolicycontinuestodeveloptoward
thefullsocialinclusionandparticipationofthephysicallydisabledthrough
theNationalActionPlan(2000),theNewDiscriminationAct(2008),andthe
NewPlanningandBuildingAct(2010).ThisarticlesuggeststhatJapancan
learnfromSwedishhistoryofsocialwelfarepolicyforthephysicallydisabled.
Keywords:Sweden,socialwelfarepolicyforthephysicallydisabled,
fullparticipationinthesociety
